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 本論文は、公共事業における国土交通省と農林水産省との「調整」など、中央省庁間の

「調整」概念の歴史的展開を明らかにすることによって、第一に行政学研究と日本政治史

研究とを架橋した新しい方法論を確立し、第二に近現代日本の政治過程で指摘される「セ

クショナリズム」とその克服への分析視座を構築することを目的としている。その際には、

英・米・独・豪諸国における改革過程への理論分析をもとに、「ドクトリン」という改革の

言説を抽出することで理論枠組みを可能な限り一般化し、「調整」の「ドクトリン」が近現

代の日本の行政改革を動態的に駆動させることを歴史的に論証した。すなわち「調整」と

いう「ドクトリン」は、内閣制度の成立とともに萌芽的に主張され、世紀転換期・第一次

世界大戦後に制度的輪郭を整えた。この上に立って、太平洋戦争前の総動員体制下で、経

済学上の概念であった「調整」が法制度に導入された。本論文では、これを「二省間調整」

と「総合調整」に区分し、両者が十分機能する時に初めて現代日本の官僚制が円滑に政策

を形成できることを示した。 

 次に各章について内容を要約する。まず、論文第１章では、イギリス行政学で主張され

ている理論－ドクトリン－政策という枠組みをとりあげ、その意義を再検討した。すなわ

ち、そこでは、理論が「ドクトリン」という広く関係者を説得させるための言説に転化し

た後、政策に結実するとされる。これは、大学等研究機関と政策の立案・執行主体である

行政機関の間に、諮問機関ないしはシンクタンクという「ドクトリン」を醸成する制度が

あることと同義であり、理論－ドクトリン－政策という論理構造の３類型と、大学－諮問

機関－行政機関という制度類型は、イギリスのみならず広く諸国に当てはまる。したがっ



2 
 

て本章では、こうした論理構造及び制度構造が、学説史上かつ政治史上、米・豪・独諸国

に成立することを、諸国の公文書館等が所蔵する改革の一次資料の分析を通じて論証した。

いずれにおいても、大規模な諮問機関が行政の全面的な制度点検を進めた時に、「調整」の

重要性を説いている。つまり、「調整」は中央政府改革という政治史的画期に位置する行政

改革において、駆動力となっているのであり、その分析によって、政治史的画期を分析す

るための視角を得ることができる。しかも英語圏外のドイツでは、英語の coordination を

ドイツ語に翻訳した上で、その類型論を展開していった。ここから、「調整」が翻訳の過程

をも含めて、諸国の行政改革の中核的ドクトリンであることが例証されるのである。以上

から、日本の政治史の研究においても、第１には、その政治史的画期をなす時期において、

中央政府改革の中で「調整」概念がいかにして機能したかを明らかにすることで、おのお

のの画期の特質を摘出することができる。第２に、かかる意味での「調整」概念は、どの

ようにして英語圏の行政学及び行政改革の中核概念であった coordination と同一化してい

ったかを、概念の翻訳と受容の過程として明らかにできるのである。 

第２章では、太平洋戦争後の日本の行政改革史を検討し、諸国と同様にここでも「調整」

が、政治史的画期をなす諮問機関の答申において基調をなしていることを明らかにした。

方法的には、第１次・第２次臨時行政調査会さらには行政改革会議の答申・議事録を分析

した。第１に、「調整」概念は、１９５０年代後半にアメリカ行政学の coordination の訳語

として行政改革で用いられるようになり、１９６０年代中葉の第１次臨時行政調査会がこ

れを全面的に活用した。第２に、１９８０年代の第２次臨時行政調査会では、個別の省間

調整以上に政府全体の「総合調整」への改革が模索されたのに対して、１９９０年代以降、

二省間調整と総合調整とを同時に改革するという主張が登場した。その結果が、省庁の総

数の削減・官邸機能の強化を主張した橋本龍太郎内閣における行政改革会議での議論であ

り、２００１年に断行された省庁再編であった。 

以上の学説史・制度改革史の分析を前提に、第３章は近代日本における調整のドクトリ

ンの形成過程を、政治史の観点から分析する。そこでは、第２章で抽出した総合調整と二

省間調整の源流を探る。前者は、内閣制度成立後、第１次松方正義内閣における政務部設

置構想の中に現れる。また後者は、日露戦争後の第２次桂太郎内閣で「協議」という勅令

上の用語として登場した。また大正末から昭和初期の政党内閣制下で、前者は内閣官房の

設置に現れ、後者は行政調査会・行政制度審議会における権限争議への対処の中で「協議」

の整理という形で本格登場する。いずれも、満州事変後に総動員体制が整備される過程で、

「調整」という実務上の用語に結実した。すなわち「調整」は、企画院のような総動員機

関による各省への統制活動のみならず、省間の「協議」事項の整理と省の合併をも指すに

至る。かくして行政国家の登場とともに、「調整」の改革は、二省間調整の改革と総合調整

の改革という二つの形で同時並行的に進行するようになったのである。 

第４章は太平洋戦争後を対象とし、第１に自民党一党優位政党制と固定化された内閣

制・省庁制の下で発達した「調整」の過程を分析する。そして第２に、２００１年以後省
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庁再編に伴い調整方式の改革がなされた後に生じつつある変化を検討した。いずれも行政

文書を中心にした一次資料に加えて、調整過程の動態を叙述するオーラル・ヒストリー記

録を活用することで、従来明らかとなっていない事実を発掘した上で調整の構造を摘出し

た。   

まず自民党政権下では、静態的な制度環境の下で、一方で二省間調整が高度に発達を遂

げた。他方で、内閣官房・大蔵省・内閣法制局・総理府外局の大臣庁は、それぞれ二省間

調整の束としての政府全体の総合調整を行っている。そして、現実の政治過程では、これ

らがそれぞれの組織目的から行う調整の総和として、総合調整がなされている。したがっ

て、二省間調整を基礎としない限り、総合調整を十全に行うことはできないのである。 

２００１年の省庁再編では、内閣官房が企画権限を持つことで調整能力を大きく高め「総

合調整」が強化され、省間調整においては政策調整システムの導入によりこれを強化した

ものの、従来調整手段として活用された覚書の締結を事実上禁止するなど、二省間調整に

対する障害が生じている。だが、水利権をめぐる国土交通省と農林水産省の調整の実態で

は、技官集団の相互協力の進展や透明性の要請により、合意の早期化が図られた。つまり、

二省間調整を円滑にすることにより、無用のバッシングを回避する意味で調整が深化して

いた。小泉純一郎内閣における「官邸主導」も、こうした二省間調整の努力と連動してい

たからこそ成功したのである。 

以上のように、本論文は、行政学の中核概念である「調整」の概念構造を明らかにする

概念史研究に、政治史の分析を組み合わせることによって、政治と行政の融合領域という

べき中央省庁間の調整活動および内閣レヴェルの調整活動の動態を解明した。今後の課題

としては、第１には、「ドクトリン」から「調整」以外の主要概念をとりだし、その概念史

分析を行うことである。「官房」、「スタッフ」、首長公選制などはその例であろう。とりわ

け、司法権の「独立」など、統治機構における「独立」という制度原理は、「調整」と並ぶ

いわば二大「ドクトリン」とでもいうべきものであり、「調整」に加えて「独立」の「ドク

トリン」を解明することによって、統治機構総体としての質を明らかにすることができる

ものと考えられる。第２には、同時代の行政改革に対して、単なる制度設計の分析のみな

らず、「ドクトリン」の形成という理論的作業の重要性を喚起し、改革の言説の政治史的系

譜を摘出した上で、分析と論評を行うことである。行政改革さらには制度改革への「臨床」

こそ、行政学の学問的使命の一つであり、本論文はその基礎付けを担うものであるが、こ

れをもとに一層精密な「臨床」を行うことも本論文から引き出される課題である。第３に

は、本論文は、陸奥宗光、江木翼、岸信介、後藤田正晴といった政治的官僚の系譜を摘出

したが、彼らの行動をより実態に即して分析することにより、概念史の枠を超えて行政学

と政治史とを接合することも今後の課題である。いずれについても公開されている史料を

本論文の視角から読み込むとともに、他の史料を渉猟することにより、日本の「内閣政治」

の系譜を発掘することが可能になるものと考えられるのである。 


